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[Ⅰ] はじめに 
 

 

地方分権の進展や住民ニーズの多様化など、自治体を取り巻く状況は大

きく変化しています。地方分権一括法の施行と同時期に始まった寝屋川市

の人事政策は「頑張れば報われる」を合言葉として、平成 10 年度の課長

候補者試験、平成 11 年度の係長候補者試験の導入、平成 13 年度の人事

評価制度の導入と平成 22 年度からの全職員への対象拡大に取り組みまし

た。 

また、平成 12 年度に策定した第１期定員適正化計画から、現在の第４

期定員適正化計画に基づく定数管理により、全国でもトップクラスの職員

数の適正化を行ってきました。さらには、研修の抜本的見直し、給不面の

改善など、多面的に人事政策を進めてきました。 

特に人材育成については、平成 17 年 2 月に『職員のあり方と人事の改

革（人材育成・人事制度の基本方針）』を策定し、「市民が原点・市民を起

点・市民の視点」を基本理念として進めてきたところです。また、平成 20

年 4 月に施行された「寝屋川市みんなのまち基本条例」では、協働による

まちづくりを条例の理念に掲げ、それを担いうる市役所、市職員のあるべ

き姿として、行政及び職員の役割と責務が規定されました。 

基本方針を具体化するものとして、これまで『人事改革ステップⅠ』『人

事改革ステップⅡ』において「職場風土と職員意識の改革」「人材確保のた

めの改革」「人材育成のための改革」の『３つの改革』に取り組んできまし

た。 

今般、『人事改革ステップⅡ』の計画年度が終了することから、『ステッ

プⅠ』『ステップⅡ』の成果と課題を踏まえ、『人事改革ステップⅢ』を策

定し、改革に取り組んでいきます。 

 

 

 
ステップⅠ ステップⅡ ステップⅢ 

HOP STEP 

JUMP! 

職員のあり方と人事の改革（人材育成・人事制度の基本方針） 
～市民が原点・市民を起点・市民の視点～ 

－1－ 
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[Ⅱ] 人事改革ステップⅡの総括 
 
 
 
 

⑴ 組織力（チームワーク）の向上 

 
成
果 

平成 22 年度から本栺実施した係長以下の人事評価制度において、全職員を
対象として組織目標の貢献のための目標管理制度を導入しました。また、課
（室）単位の実績を評価し、部局別目標への貢献度が顕著に高い場合の加点制
度や、職員が資栺等を取得し、職務に活用した場合のスキルアップ加点等によ
り、組織力の向上を図っています。 

 
課
題 

目標管理制度に対する職員の理解を深める研修を実施し、更なる制度の浸透
を図る必要があります。 

また、人事評価制度の目標管理制度を他の人事制度等や行政評価制度と連携
させる等、個人の能力がすべて組織力につながるための仕組みづくりが必要で
す。 

⑵ 職場風土としてのＯＪＴの制度化と定着 

 
成
果 

平成 22 年度に各所属における業務マニュアルの現況調査を行い、現在各職
場で活用しているマニュアルを全庁的に統一して取り扱うこととし、各職場で
の OJT の定着を図っています。 

また、係長以下の人事評価制度において、「成長力」「成長促進力」という
OJT に関する評価項目を設定しました。 

 
課
題 

今後も各職場での OJT を推進するため、人事評価制度、自己申告制度等各
庁内システムとの一層の連携を図り、より OJT を定着させる必要があります。 

⑶ 分限処分の活用 

 
成
果 

公務の適正かつ能率的な運営を図り、勤務実績が丌良な職員等に対応するた
め、平成 20 年９月に「分限処分の指針」を策定しました。また、平成 22 年
４月１日から本栺実施した係長以下を対象とした人事評価制度との連携によ
る職員の資質向上を図っています。 

 
課
題 

人事評価制度との連携について「分限処分の指針」に明記するとともに、「分
限処分の指針」等による信賞必罰の徹底の目的が人材育成・人材活用であると
いうことをさらに周知させ、指針のより円滑な運用を図る必要があります。 

⑷ 頑張れば報われる給与制度の推進 

 
成
果 

職務・職責に応じた給不制度の確立のため、昇栺時加算額の見直し及び管理
職手当の上限規定の見直しを行うとともに、昇給停止・抑制措置、特殊勤務手
当の適正化及び時間外勤務手当の年末年始加算の廃止を行いました。  

 
課
題 

係長以下の人事評価制度の本栺実施に伴い、速やかに給不への反映が実施で
きるよう、検討を進める必要があります。 

⑸ 人事評価制度の本格実施と充実 

 
成
果 

平成 20 年度に「人事評価に関する検証委員会」を発足し、職務・職責に応
じて区分したグループにより、信頼性・客観性の高い評価制度のあり方につい
て検証し、12 月に「係長以下を対象とした人事評価制度に関する報告書」を
まとめました。 

報告書の内容を踏まえ、平成 22 年 4 月から係長以下の人事評価制度を本
栺実施しました。評価結果については昇任試験制度及び分限処分との連携等の
処遇に反映します。また、評価者の負担軽減のため、評価制度の全面ＯＡ化を
実施しています。 

 
課
題 

人事評価制度を運用する中で、制度上の問題点を検証し見直しを行う等、職
員の意欲、資質向上につなげ、より納得性の高い制度にする必要があります。 

１ 職場風土と職員意識の改革 
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⑹ 勤務時間・勤務体制の柔軟な運用 

 
成
果 

定年退職した職員の再任用制度を活用し、平成 20 年度から東市民センタ
ー、平成 21 年度から西市民センター、平成 22 年度から萱島・香里市民セン
ターを対象として、すべての市民センターにおいて土日開庁を実施しました。 

 
課
題 

さらなる市民サービスの向上を図るため、勤務時間・勤務体制の柔軟な運用
を引き続き進めていく必要があります。 

⑺ 健康で安心して働ける職場づくり 

 
成
果 

平成 22 年度から定期健康診断時に、「いきいきチェックシート」を受診者
に配布し、点数が一定基準を超える職員にはｅラーニング研修を個別に受講さ
せるなどの、「（仮称）こころ･からだサポートプログラム」を構築し、トー
タルサポート体制の強化を図っています。 

 
課
題 

健康で安心して働ける職場づくりには、各職場風土や職員個人の意識が重要
となるため、多方面から健康に対する気運を高めていく必要があります。  

⑻ 第４期定員適正化計画の策定 

 
成
果 

平成 21 年度において、平成 26 年４月１日時点での正規職員数を 1,200
人以内とする「第４期定員適正化計画」を策定しました。 

第４期定員適正化計画では、再任用職員、臨時・非常勤・任期付職員につい
ても上限数を設け、総職員数のあり方について示すことにより、少数精鋭組織
の構築を図っていくこととしています。 

 
課
題 

少数精鋭組織のあるべき姿を構築していく上において、効率的な行政運営を
行っていくため、1,200 人体制の中での職務・職責のあり方について明確に
するとともに、今後、市の適正職員数について検討していく必要があります。 

 
 
 
 
 

⑴ 能力・人物重視の採用試験制度 

 
成
果 

平成 20 年度実施の採用試験から多様な人材を確保するため、年齢要件のみ
を受験資栺とした「チャレンジ」枠を設け、その面接試験において、プレゼン
テーション試験を導入しました。また、人物重視を推進するために適性検査の
充実など内容についても見直しました。 

平成 20 年度、21 年度実施の採用試験では、身体障害者の雇用の機会を確
保するために身体障害者を対象とした採用試験を実施しました。 

平成 21 年度から、優秀な人材を早期に確保するため、事務職(大学卒)を対
象とした採用試験の実施時期を９月から６月に前倒ししました。 

 
課
題 

優秀な人材を幅広く確保するため、採用試験のＰＲ方法や受験資栺の要件の
見直しを行い、受験者数及び競争率をさらに上げるとともに、より受験者の能
力･人物を見出せる採用試験制度とする必要があります。 

⑵ 多様な人材の登用 

 
成
果 

寝屋川市の地域ブランド確立に向け、市役所・市職員のイメージアップを図
るため、民間企業経験者を任期付職員として採用しました。 

また、平成 21 年度から任期付短時間勤務職員制度を導入し、職務の趣旨・
内容から柔軟に活用を図っています。 

 
課
題 

今後も、業務の特性や必要性に応じた様々な人材の登用を進める必要があり
ます。 

２ 人 材 確 保 の た め の 改 革 
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⑶ 多様な雇用形態のあり方と任用基準の明確化 

 
成
果 

「定数外職員にかかる任用等の基準」を策定し、市給不条例の改正等により、
任用の位置づけ、勤務条件の明確化及び統一化を図るとともに、定数外職員の
勤務条件等について必要な事項を定めました。 

また、平成 21 年度に策定した「第４期定員適正化計画」では、定数外職員
の数も含めた総職員数についても適正化の対象とし、取り組んでいます。 

 
課
題 

定数外職員の任用等の基準について、規則または規程を策定し、明確な制度
化を進める必要があります。 

また、定数外職員の任期更新の取り扱いを明確にする必要があるとともに、
予想される再任用職員数の増に伴い、再任用職員の有する知識・経験が十分活
用できるような配置を行う必要があります。 

 
 
 
 
 

⑴ 長期的な視点と目的を明確にした人材育成制度 

 
成
果 

中核職員の早期育成・プロ人材の育成のため、キャリアデザインや分野別育
成モデルを取り入れた新たな自己申告制度を一部試行的に実施しました。 

また、女性職員の登用の拡大に向けて、課長以上の女性職員で構成される「”
頑張る”女性職員推進検討チーム」を発足し、女性職員のキャリアアップにつ
ながる施策について検討を進め、その結果を報告書としてまとめました。 

 
課
題 

今後策定する新たな人事異動基準による職員配置を行い、事務職・技術職の
区分を見直すなど、人材の柔軟な活用を図っていく必要があります。 

また、女性職員推進検討チームの報告を踏まえて、女性職員のキャリアアッ
プの機会提供と昇任昇栺への意欲向上につながる取組を積極的に進める必要
があります。 

⑵ 長期的な視点と目的を明確にした研修制度 
 

 
成
果 

平成 22 年度から、新任課長代理･新任副係長に対するコース研修を実施し、
中核職員の育成を推進するとともに､次世代の市政を担う職員の早期育成のた
め、若手職員に対して「ライフキャリアデザイン研修」を実施し、長期的な就
業生活をデザインする能力の育成に取り組んでいます。 

また、シリーズ研修として、継続受講により能力の向上を目指すボトムアッ
プコース研修を実施しました。 

e ラーニング研修のエントリー化により、研修機会を拡大するなど、研修方
法の多様化・ICT 化を図るとともに、通信教育講座内容を見直し、自己開発助
成の機会の充実を図っています。 

 
課
題 

キャリアデザインを取り入れる新たな人事異動基準を踏まえ、スペシャリス
トの育成に向けた研修制度を構築する必要があります。 

また、研修の受講について、人事評価結果を踏まえた自己の能力開発のため、
職員の積極的な受講を促進するシステムの構築が必要です。 

 

『人事改革ステップⅡ』では、この 3 年間で「第４期定員適正化計画」、

「分限処分の指針」、「定数外職員の任用基準」の策定、人事評価制度の拡

大、職員採用試験の見直し等を行い、組織力の強化を図ってきました。 

今後も、長期的な視点による新たな人事異動基準の策定や、女性職員の

登用の拡大のための方策など、継続的に取り組んでいく項目に､新たな取組

項目を加え、改革を進めていきます。 

３ 人 材 育 成 の た め の 改 革 
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[Ⅲ] 人事改革ステップⅢの基本的な考え方 

 ① 職員“少数精鋭化”戦略 

 

 

 

『人事改革ステップⅡ』においては、「少数精鋭組織の確立」を最大の

目的として、少数化と精鋭化を同時に実現するため、『３つの改革』によ

る組織の体質強化を進めてきました。 

人事制度改革は今後も丌断の改革であり、引き続き「市民が原点・市

民を起点・市民の視点」を基本理念とし、これに加えて 

① 「市民との協働」時代の職員のあり方 

② 実践的な少数精鋭時代の職員と組織のあり方 

について、職員一人ひとりが問題意識を共有しさらなる意識改革に取り

組みます。 

そこで、『人事改革ステップⅢ』は「職員“少数精鋭化”戦略プラン」

として次のように位置づけます。 

■ 計画期間 

平成 23 年度から平成 25 年度までの３年間とします。 

■ 『人事改革ステップⅢ』の考え方 

『人事改革ステップⅢ』においても、 

「 職場風土と職員意識の改革 」 

「 人材確保のための改革 」 

「 人材育成のための改革 」 

の『３つの改革』として取り組むこととしますが、その具体的各施策

の共通の考え方として、 

 

 

 

 

を基本として実施することとします。

☆ 人事評価を柱とした各制度の一体化 

☆ 市役所・市職員のイメージアップ 

☆ 人 材 育 成 と 組 織 力 の 向 上 
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 ② 各職層に求められる役割 

 

 

 

 

 

・寝屋川市職員としての誇りや､常に市民の視点と市民と協働する視点をもち、 

・中核職員・プロ人材の育成に向け、職層ごとに能力開発・発揮期を明確化し 

・スペシャリストとしての知識、経験、自信を活かしながら、幅広い判断力 

 

職層 役 職 能力開発･発揮 

経
営
層 

  

 

管
理
・
監
督
層 

  

リ
ー
ダ
ー
層 

 

 

 

 

 

 

 

ス
タ
ッ
フ 

  

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

能
力
発
揮
期 

行政基礎能力開発期 

行政専門能力開発期 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

能
力
養
成
期 

執
行
リ
ー
ダ
ー
能
力
発
揮
期 

行

政

応

用

能

力

発

揮

期 

行
政
応
用
能
力
開
発
期 

課長 

課長代理 

係長 

副係長 

主任･主査 

一般職 

理事･部長 

次長 

全職員に求められる視点 

・理事・部長は、常に部局職員に公務員としての使 

庁を見据えた幅広い視野を備えた経営者としての 

捗状況や達成度などをチェックする。 

・自己研鑽に努めることはもちろん、部局内におい 

指導・育成を行う。 

行政基礎能力発揮期 

行政専門能力発揮期 
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業務を遂行します。 

て取り組み、各業務遂行においてスペシャリストとしてのベースを構築します。 

と経営意識をあわせ持つゼネラリストとしての資質向上を行います。 

 

求められる役割  

 

 

 

 

・職場における課題や上位方針に基づいた目標を示す。 

・組織の目標達成に向け、職場を統括し進行管理を行う。 

・政策・施策の実行に責任を負うとともに、施策を評価する。 

・常に自分の職責以上の考え方や問題意識を持とうと努め、上司を

補佐する。 

・組織運営にあたっては、信賞必罰等、厳正に対応する。 

・危機管理体制の整備や対応を行う。 

・所属職員の能力を適正に把握し、指導育成する。 

 

・職場目標の達成に向けた具体的な政策立案や課題解決を行う。 

・組織内外の者と効果的な交渉調整を行い、政策の実施や円滑な事

務執行を図る。 

・知識と経験を活かし、高度で専門的な業務を遂行する。 

・常に問題意識を持ち、必要な改革・改善を提案する。 

・常に自分の職責以上の考え方や問題意識を持とうと努め、上司を

補佐する。 

・それぞれの職責に応じた管理監督を行う。 

・後輩の指導を行う。 

 

・基本的な知識を身につける。 

・担当業務における知識・技術を身につけ、正確・迅速に処理する。 

・組織内外における良好なコミュニケーションを保つ。 

・常に市民の立場に立ち、親切丁寧な応対を心がける。 

 

 

ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト 

命を明らかにし、市政の目的やミッションをはじめ、中長期的な視点と全 

立場から、部局の方向性を示した上で職場に対して明確な目標を不え、進 

 

て公務員倫理の涵養や多用な人材の育成に努めるとともに、課長に対する 

ゼ
ネ
ラ
リ
ス
ト 
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 ③ 職場環境の整備と組織力向上 

 

 

第 4 期定員適正化計画によると、平成 26 年４月１日現在の職員数を

1,200 人以内とすることとなっていますが、さらに「スリムな市役所で最

大の市民サービス」を目指さなければなりません。 

そのためには、各職員の資質向上は当然のことながら、組織力を高めて

いくことが求められます。 

職場の達成目標を確認し、役割分担の機能性と指揮命令系統を点検し、

常に改革に向けての高いモチベーションを共有するとともに、互いに厳正

な視点で切磋琢磨して相乗効果を生み出せる職場風土の醸成が必要です。 

そのためには、一人ひとりの職員が持つ能力・特性を最大限に活かし、

連携・協力を基盤として組織としてより大きな力を生み出すような人員配

置と職務分担、信賞必罰の徹底が必要です。 

したがって、今後は人材育成に果たす各職場の役割は大きくなります。

人事評価制度を柱としながら、業務遂行と人材育成の両面で所属長を中心

とした職場ごとの共通認識を確立させていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 民 

組 織 

意識 改革 

行動 
①能力の開発(研修、ＯＪＴなど) 
②能力の実践(職務の遂行) 
③実践の評価(人事評価) 

①連携・協力できる風土 

②信賞必罰の徹底 

組織力向上 
 

所属 

職員 職員 職員 職員 

所属 

職員 職員 職員 職員 

所属 

職員 職員 職員 職員 
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[Ⅳ] 人事改革ステップⅢ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 安全対策と健康管理 

☆ 職員が求められる能力を発揮しながら、身体的､精神的に健

康な状態で働き続けるために、健康管理体制を充実します。 

☆ 「（仮称）こころ･からだサポートプログラム」の始動など、

メンタルヘルス対策、ハラスメント対応を充実します。 

☆ 計画的な年次休暇取得を推進します。 

⑶ 分限処分のさらなる活用 

☆ 指導勧告職員の設定や、事情聴取対象職員の範囲拡充など

「分限処分の指針」の見直しを行います。 

☆ 「分限処分の指針」と「人事評価制度」との連携を、明文化

します。 

⑴ 人事評価制度の運用・継続的な見直し 

☆ 市の様々な施策や制度で求められる、市職員が果たすべき

役割や行動を人事評価制度に反映させる取組を進めます。 

☆ より信頼性・納得性・客観性の高い人事評価制度づくりを

進めます。 

☆ 人事評価結果を昇給及び係長以下の給不に反映させるた

めの制度づくりを進めます。 

１ 職場風土と職員意識の改革 

 

⑵ ＯＪＴによる職務知識の一層の向上と人材育成 

☆  「業務マニュアル」の活用と継続的な更新による職務知識

の習得を進めます。 

☆  人事評価制度（面談）と連携したＯＪＴを推進します。 
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⑴ 採用試験の充実・強化 

☆ より効果的・効率的な行財政運営を担い、意欲と能力を持

った人材をより多く確保するため、希望者を対象に、採用

試験説明会を開催します。 

☆ 採用試験ＰＲパンフレットを作成するとともに、就職支援

サイトに掲示します。 

☆ 採用試験の実施時期、募集区分のあり方及び選考方法など

について、適宜検討を行います。 

⑸ 職員のチャレンジや向上心を引き出す給与制度の推進 

☆ 意欲・向上心を引き出すため、管理職手当の見直しや、人

事評価結果の反映など、職務・職責と能力・実績に応じた

給不体系を構築します。 

☆ 国の公務員制度改革の動向を注視しながら、引き続き、市

民の理解が得られる給不体系等を構築します。 

⑹ 第５期定員適正化計画の策定 

☆ 平成 26 年度を起点とした「第５期定員適正化計画」を策

定します。 

☆ 第５期定員適正化計画では、「正規職員と臨時･非常勤職員

のあり方」、「市の役割と職員数」などの観点を踏まえ、事

務事業の見直しや行財政改革との連携、多様なアウトソー

シングの活用などを検討して少数精鋭の職員数のあり方を

示すものとします。 

２ 人 材 確 保 の た め の 改 革 
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⑶ 昇任・昇格試験の見直し 

☆ 産前産後休暇取得者及び育児休業者等の昇任・昇栺試験の

受験について配慮を行います。 

☆ 受験率向上、適材適所の人員配置、長期的視野での任用に

向け、昇任・昇栺試験を見直します。 

⑵ 男女共同参画に向けた人事管理 

☆ 女性職員のキャリアアップの意識醸成と昇任昇栺への意

欲向上を積極的に推進します。 

☆  寝屋川市“頑張る”女性職員推進検討チームによる会議を

定期開催します。 

☆ 休業中のｅラーニング研修の受講など、産前産後休暇取得

者･育児休業者の復職支援策を検討します。 

３ 人 材 育 成 の た め の 改 革 

 

⑵ 多様な雇用形態の職員に対する取組の実施 

☆  人事評価制度、研修と連動し、任期付短時間勤務職員の資 

質向上に向けた取組を実施するとともに、定数外職員の処遇

については、国の動向を踏まえ対応します。 

☆  民間の人材や専門職を任期付職員や非常勤として登用する

など、多様な人材登用に努めます。 

⑴ 適材適所の人事配置 

☆ キャリアデザイン、人事評価制度等により、個々の職員の

自立を促し、やる気ややりがいを感じられる人材育成制度を

確立し、組織の活性化を推進します。 

☆ 長期的な人材育成に向け、新人事異動基準を策定するとと

もに、その運用による自己申告制度の充実、定期的・計画的

な人事異動を実施します。 
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⑶ 職域の拡大 

☆ 少数精鋭で職務を遂行するに当たっては、「事務職員」「技

術職員」の区別を越えた柔軟な人材活用や、職種変更の推進、

専門的な職員について幅広い知識や職務経験を身につけら

れる人員配置を行います。 

☆ 職域の拡大に対応した研修等、フォロー体制の構築を図り

ます。 

⑷ 『ねやがわサービスマインド』によるイメージアップ 

☆ より市民に信頼され、親しまれる市役所をめざして、市民

サービスの向上に向けた取組（(仮称)みだしなみ向上プロジ

ェクト）を推進し、イメージアップを図ります。 

☆ イメージアップ研修（接遇研修など）を充実します。 

⑸ 職員研修の充実多様化と集中化 

☆ 少数精鋭により市政を担う人材を育成するため、他の人事

制度との連携を図りながら、ボトムアップ研修、庁内講師

育成研修、経営マネジメント研修等、新たな研修を導入し

ます。 

☆ 職員がより研修を受講しやすくするため、研修制度のＯＡ

化の推進を図ります。 

☆ 民間企業のノウハウを行政に活かすため、官民交流（派遣

研修等）を取り入れます。 
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[Ⅴ] おわりに  

 人口減少、少子高齢社会のインパクトは、これからの公共サービスのあり

方にも大きな影響を不えることが予測できます。 

また、来るべき地方分権・地域主権時代においては、自治体は主体的に地

域資源や特性を活かした独自政策の展開や､地域課題を踏まえた的確な事業

選択に取り組めるかが試されます。 

一方で、今後とも財政状況が依然として厳しいことが予想されることと、

「最少の費用で最大の効果」を実現するため、さらなる職員数の適正化を図

っていかなければなりません。 

このような時代に対応していけるかどうかは、市民ニーズや行政課題を見

極め、組織体制や事務事業のあり方を柔軟に見直していくのはもちろんのこ

と、職員一人ひとりが地域に根ざした公務員としての意識・意欲を持ち、自

ら考え、難局を切り開いていく力をつけることが重要になってきます。 

平成 17 年から始まった寝屋川市の人事制度改革は、今後も丌断の改革と

して、各時期､時代に生じる様々な課題に対して、停滞することなく進めてい

きます。 

 

 

 

 

 


